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開発項目：一般観測予報業務 篠

研究機関名家：気象庁

　　　　　　年度

E　　予算額
～平瞬2年度実績

平成3年度実績　　　　　、　　、

平成4年度計画 最　終　　目　標 備　　考
　　　　　　　（千円）

66，301 66，301

極軌道気象衛星資料受信
　　　　　万　　　　4
@米国の極軌道気象衛星の気象資
ｿ受信業務を行った。

引き続き業務を実施した。 引き続き業務を実施する。 　気象業務における極軌道気象衛
ｯ資料の利用を推進する。

静止気象衛星資料受信 　地方予報中枢官署における気象
q星受画像装置及び画像自動解析

、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　h

@引き続き業務を実施した。 引き続き業務を実施する。 　気象業務における静止気象衛星
送ｿの利用を推進する。
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装置を利用した。
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（関連）

開発項自：気象変動対策業務

研究機関三等：気象庁 、

　　　　年度

P予算額
～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画

最　終　　目　標 備　　　考

　　　　　　（千円）
磨D項 248，324 248，934
気象ロケット観測 　気象ロケットにより、超高層大

Cの観測を行った。

引き続き業務を実施した。
引き続き業務を実施する。　　　　　　　　　r　　　、 　地球温暖化やオゾン量減少の監

求A機構変動のメカニズムの解明
竰ｷ；期予報の精度向上に寄与する

’ ため、超高層大気の観測を継続す
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開発項目：衛星通信の実施

｝研究機関名等：i郵政省
t

l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　r

@　　　　　　　年度

@　　　　予算額　　　一
～平成2年度実績

　　　　　　　　　　　，

ｽ成3年度実績 平成4年度計画
最　終　　目　標 備　　考

　　　　　　　（千円）

4，687，261 218，390 76，636

衛星通信の実施 　　　　　　　　βE昭和60年度～62年度まで衛星利
pパイロット計画に参加し、実

・通信衛星3号による衛星通信
Vステムの運用を行った。

・通信衛星3号による衛星通信
Vステムの運用を行う。

衛星通信システムの運用を行
､。

験を行った。
汐

・昭和63年度には、通信衛星3号
、

を使用し、実用化するための運
r

用実験を行い、平成元年度から
は、衛星通信システムの運用を
行った。　　　・
・衛星通信地球局設備5局と網監
視制御情報処理装置を構築、整

丁
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（関　連）

開 発項目：宇宙通信政策推進のための調査研究（1／2）

研究機関三等：郵政省通信政策局

年度 、

～平成2年度実績 平成3’年度実績 平成4年度計画
，予算額

メ

最　終　唱　　標 備　　　三
一　　　　　（千円）

事項　　　， 22，095 6，474 6，868

衛星利用促進パイロット
v画に関する調査研究

　前年度に引き続き、ETS－V
�?pし、国内メーカー将来の利
p者等の参加による通信実験及び

　平成2年度に引き続き、　（以
ｺ同）を行った。

　平成2年度に引き続き、　（以
ｺ同）を行う。
@また、利用実験の一環として

　移動体衛星通信に対する潜在需
vの開拓等を行うことにより、移
ｮ体衛星の実験に向けて、効果的

移動体衛星通信実験を希望する国 ISYのイベントに参加すると な施策を講ずる。
との国際共同実験を行った。 ともに、国外における実験提供 ▼

を通して国際協力を行う。
‘

び

放送衛星技術の高度化に
ﾖする調査研究

　国内外の放送衛星分野での技術
J発動向を調査するとともに、放
莱q星実験の計画の策定を行っ

　平成2年度に策定した実験三
ﾊに基づき、BS－3に搭載された中継器を用いた放送衛星実

　平成2年度に引き続き、　（以
ｺ同）を行うとともに、将来の
咜莱q星の開発のための技術開

　BS－3に搭載された実験用の
?p器を用いた放送実験を行い、
oCM音楽放送、静止画放送、フ

毒
た。 験を実施し、この結果の評価及 発課題の抽出を行う。 アタシミリ放送、データ放送等の

ダ　　　　　’
び検討を行った。 新しいサービスを可能とするため

ﾌ放送衛星関係技術の開発や利用
技術の確立等に資することを目的

」

、
とする。

ノ衛星通信高度利用システ

?ﾉ関する調査研究
i衛星通信高度利用パイ
@ロット計画）

　　　　　｝@前年度に引き続き、衛星MCAシステムの実用化に向けて運用実験及び技術課題の検討を行う「衛星通信高度利用パイロット計画」

　平成2年度に引き続き「衛星
ﾊ信高度利用パイロット計画」
�юiすることとし、次の事項
�ﾀ施した。

　平成3年度に引き続き「衛星
ﾊ信高度利用パイロット計画」
�юiすることとし、次の事項
�ﾀ施した。

　医療、教育、行政等の利用分野
ﾉおいて、衛星回線を多くの利用
ﾒに安価に提供するための衛星通
M高度利用システムを開発する。

r

を推進することとし、次の事項を ①前年度に引き続き試行的弓 ①前年度に引き続き試行的弓
イ　　　　　r 実施した。 用実験を行った。 用実験を行うとともに、シ

、

’　β ①前年度に引き続き試行的運用
@　実験を行った。

②前年度に引き続き高度利用
@　運用実験を実施した。

ステムの課題の整理を行
､。

F

②高度利用運用実験実施のため （　　　　　　　　　　　　　　　　ピ ②前年度に引き続き高度利用 L

の基本方針及び計画を策定し 」
運用実験を実施する。

’

実施した。
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開 発項目：宇宙通信政策推進のための調査研究（2／2）

研究機関名等：郵政省通信政策局

　　　　年度

¥算額
～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画

最　終　目　標 偏　　考
（千円）

一

事項
旨

地球環境保全のための電
g利用と情報通信に関す
驫J発調査

　、
u　　　　　　　　　　　　、

　地球環境に関するデータ・情
�ﾊ信ネットワークの調査及び
ﾏ測・監視システムに必要とな
體d磁波センサーについて基礎
I検討を行った。

　地球環境に関するデータ・情
�ﾊ信ネットワーク構成上の技
p的条件の検討を行うとともに
d磁波センサーの開発・標準化
v画を行う。　　　　　－

各種の地球環境に関するデータ・情報の円滑な流通を確保するた

ﾟの地球環境情報通信ネットワー
Nの開発・整備及び地球環境観測・監視システムの開発・整備につ

｢て総合的検討を行う。
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開 発項目：宇宙電波による高精度時空計測技術の研究開発 （1／2）　〔研究〕 ｛

研究機関名等：郵政省通信総合研究所
r

一

　　　　年、度

S予算額
～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画

’　最　終　　目　標 備　　　考
　　　　　　　（千円）

1，779，593 94，637 43，609
’

宇宙電波による高精度時『空計測技術の研究開発 1．第4回忌SLG（日米合同委
�?jにて、プレート運動研究
ﾌ昭和68年まで5三年延長が合

1。西太平洋電波干渉計システ
?ﾅの観測を引き続き実施し
ｾ平洋プレートの運動のより

1．西太平洋電波干渉計システ
?ﾅの観測を継続して実施す
驕B

（1）西太平洋電波干渉計を効率よ
@く運用し、日本列島を分断する
@4っのプレートの相対運動を明

意された。 高精度検出、フィリピン海プ 2．国際地球回転観測実験に引 らかにする。

2．TDRS衛星を用いたスペー レートの運動検出を行った。 き続き参加する。 ②　国際地球回転観測実験に参加

スVLBI実験において、鹿島 2．国際地球回転観測実験に引 3．本格南極VLBI局の実現 し、世界時の精度決定、地球回

局と衛星間で相関検出に成功し き続き参加した。 に向けて極地研究所に協力を 転の精密測定を行い、日本標準
た。 3．本格南極VLBI局の実現 行う。 時の高精度化に寄与する。

3．国土地理院の可搬型5mアン に向けて極地研究所に協力を 4．IERSの“VLBI技術 （3）IERS技術開発センターと
テナVLBI局開発に協力し、 行った。 開発センター”としてVLB してVLBIの高精度化に貢献
同院の実施する国内VLBI移 4．IERSの“VLBI技術 1技術の高精度化に関する研 する。

動実験に鹿島局を相手局として 開発センター”としてVLB 究開発を行う。 （4）高安定ミリ波パルサーを利用

観測に協力し、日本測地系の規 1技術の高精度化に関する研 5．原子時系の高精度化に向け した超高安定な時系を確立する

正に協力した。 究開発を実施した。 て超高安定ミリ秒パルサー観 ⑤　時空両面の精密計測技術を展

4．昭和62年西太平洋電波干渉計 5．日米豪共同実験により、地 測システムの開発を進める。 開させ、有人宇宙時代にふさわ
システムとして本土濫用34mア 球的規模のプレート運動の観 6．首都圏直下型地震予知を目 しい宇宙普遍時空間計測技術を

ンテナ、10m級アンテナ2基が 測を実施した。 的とした地回変動モニターの 提供する。

導入された。 6。首都圏直下型地震予知を目 ための基準点を提供するため
5．日米共同実験を継続するとと 的とした地殼変動モニターの の超小型VLBI局を用いた
もに、各国との科学技術協力協 ための基準点を提供するため VLBI観測を開始した。
定に基づき中国、豪州等とのプ の超小型VLBI局を用いた
レート運動検出を目的としたV VLBI観測を開始した。

ヅ　　　　　　　↓

LBr実験を実施し、地球を覆
､プレートのグローバル運動を

7．地球温暖化による海水面上
ｸモニターのための世界最小

一

明らかにした。 VLBI局の開発を国土地理

／

6．国立天文台と共同で国際地球
�]事業に参加し、地球回転精
ｧ計測のためのVLBI観測を

院と共同で実施した。
W．原子時系の高精度化に向け
ﾄ超高安定ミリ秒パルサー観

’、

A　／

開始した。 測システムの開発を開始し
7．34mアンテナを用いたミリ波 た。

ノ

VLBIを始めとする国際・国 9．スペースVLBIの実現に
　　　r

m

内共同VLBI実験を開始し
ｽ。

W．VLBI実験用データレーコ

向けた標準信号伝送二部の検
｢を進めた。　　　　　　　　　　　　ノ

陀
ダーの高密度記録を可能にし、
使用データ：量の飛躍的軽減を図
つ
た
。
、
曜

P

’
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開 発項目：宇宙電波による高精度時空計測技術の研究開発 （2／2）　〔研究〕

研究機関名望：郵政省通信総合研究所

　　　　年度

¥算額
～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画

最　終　目　標 備　　　考
　　　　　　　（千円）

675，165 675，165 675，165
、

9．日本周辺のプレート運動の測 1

定を行うための西太平洋電波干
渉計の実験を開始し、南鳥島局 虐

の位置変化から太平洋プレート
’

の運動を、また、南大東島への
移動実験によりフィリピン海プ
レートの初期位置を決定した。

雪

10．平成元年1月に豪州局、極地
研究所と協力し、世界初の南極
uLBI試験観測を実施し、南

8

極昭和基地の位置を10cm程度の
， 精度で決定した。一
11．南極VLBI局の開発に関し

、

極地研究所に協力した。
　、A
、 12．平成2年度、国際地球回転事

写

業（IERS）評議会より、1

　　　　　　　　一ﾏ ERSの“VBI技術開発セン
ター”として指名を受けた。
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開発項目：宇宙空間の実験研究 可

研究機関三等：郵政省通信総合研究所 鳳

、　　　　　年度

@　予算額

　　　　孚
`平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画

最　終　　目　標 備　　　考
　　　　　　　（千円）

1，650，005 86，664 86，664

電波による宇宙空間の実

ｱ研究
　宇宙空間の実験研究に必要な実
ｱ施設の維持を行った。

　超長基線電波干渉計施設の維
揩�sった。　’
@光通信地上センターの施設維

　弓長基線電波干渉計施設の維
揩�sった。
@光通信地上センターの施設維

　宇宙空間の実験研究に必要な施
ﾝの維持保守を継続する。

持を行った。 持を行った。
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開 発項目：地球環境計測・情報ネットワークに関する研究開発 〔研究〕

研究機関名等：郵政省通信総合研究所
r

　　　　年度

¥算額
～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画

最　終　目　標 捕　　考
　　　　　　　（千円）

5，688 7，416

地球環境計測・情報ネッ
gワークに関する研究開

ｭ ’

　地球環境情報検索装置を整備
ｵ、地球環境回報ネットワーク
ﾌ核となる地球環境回報検出技
pの開発に着手した。

　地球環境ネットワークの核と
ﾈる地球環境データ情報検索技
pの開発を継続するとともに、
lットワーク相互接続技術の開
ｭに着手する。

　地球的規模での環境保全のため
煌Oの研究機関・行政機関で取得
ｳれている各種の地球環境データ
竢﨣��褐ﾝに利用可能とする情
�lットワークを実現するために
K要な研究開発および広域に分散

1

r、 した観測点から地球環境データを
伝送しデータベース化する計測ネ
ットワークに関する研究開発を行
い、人類共通の課題である地球環
境保全に資する。

、
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（関　連）

、

開発項目：通信衛星の実験研究
、

研究機関名四：郵政省通信総合研究所

，　　年度
～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画

‘予算額 最　終　　目　標 備　　　考
　　　　　　　（千円）

1，323，310 43，930 44，372
、

衛星利用ノ双ロット計画
@（CS－2）及び衛星通
M高度利用パイロット計
A画（CS－3）

　衛星利用パイロット計画は（昭
a58～62年度）衛星通信の潜在的
ﾈ利用者に対して、衛星利用の機
?��氓ｵ、実利用に必要な具体
Iな技術、ノウハウを蓄積しその

（1）降雨減衰補償が可能な速度

@可変TDMAの実験を行っ
@た。
A　小型地球局要素技術の開発
@を行った。

（1）降雨減衰補償が可能な速度

@可変TDMAの実験を継続
@する。
A　高度利用実験計画の運用実
@験を継続する。

　パイロット計画の成果を発展さ
ｹ衛星通信システムの特質を最大
ﾀ利用した通信網構成、回線制御
緖ｮ等の技術を開発し、利便性と
o済性に富んだ衛星高度利用シス

発展と普及を図ることを目的とし テムを確立することを目的とす
て実施された。　　　　　　　、

｛ る。

パイロット計画ぺの参加者は延
べ22グルーフ。54機関、地球局数は
36であうた。この間、コンビュー ㌧

タネットワーク、新聞紙面伝送、
CATV等狭帯：域映像伝送実験等
を実施し、目的を達成し、成果を

【 報告書として取りまとめた。
昭和63年度に衛星通信高度利用

塾 パイロット計画に着手し、試行的
^用実験を開始した。
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’（関　連）

、

開 発項目：STEP計画期間における関連観測の強化

研究機関名等：郵政省通信総合研究所

　　　　年、度函予算額

～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画
最　終　　目　標 備　　　　考

（千円）

事項 4，732

レーザーヘテロダイン分
�vによる惑星大気観測

4年度より開始

@　　　　　　　騨

　レーザーヘテロダイン分光計
ﾌ改造の惑星大気の試験観測

　惑星大気中に太陽エネルギーが
ｬ入する過程の解明

太陽風研究のための宇宙

d波観測

太陽風観測装置の自動運用化 　太陽風加速機構の解明、太陽風エネルギーが地球周辺空間へ流入

ｷる過程の解明
●

電離圏磁気圏波動観測　　　　　　　　　　　」 　ETS一一VI観測データの解
ﾍシステム作成

　地球磁気圏中に太陽風エネルギーが流入する過程の解明

イオノゾンデによる電離
濫g動観測

酢　　～ 強化観測の実施 　電離圏と中層大気の相互作用の

�ｾ
’

レーザーレーダーによる
?w大気観測 緊

　装置の高感度化と大気観測の
eスト

　超高速大気、中層大気、低層大
C間のエネルギー交換過程の解明

’

9
’
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（関　連）

、

開発項目：人工衛星観測，
’

L

研究機関名等：建設省国土地理院

　　　　　　　　年度

@　　アE　　，予算額

　　　　　　　　　　　世

`平成2年度実績 平成’3年度実績 平成4年度計画
最　終　　目　標 備　　　考

　　　　　　　（千円）

77，990 2，103 2，214
｝

｝人工衛星観測 ・鹿野山においてEGSの実験観 ・鹿野山においてEGSの実験 ・鹿野山においてEGSの実験 ・国内測地網の規正
ぐ 測 観測 観測

・日本測地原点の確立

・GPS受信機購入及び実験観測 ・GPS衛星の軌道要素を高精 ・GPS衛星の軌道要素を高精
度に決定するための試験観測 度に決定するための観測 ・日本周辺ジオイドの決定

・GPS衛星の軌道要素を高精度
ﾉ決定するための試験観測

EGPS衛星軌道決定ソフトウェ
Aの開発

　　　　ξEGPS衛星軌道決定自動運用
ｻの開発

@　　　　　　　　　’

・GPS衛星による効果的測地
@の研究

EGPS衛星の軌道情報提供シ

・離島地形図の作成

EGPS衛星による効果的測地法
ﾌ確立

㌧

ステムの開発
・GPS衛星の軌道情報提供シス

→
テムの確立
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（関連）

開発項目：衛星通信利用計画

研究機関名謁：消防庁 、

　　　年度

¥算額
昭和58年～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画

最　終　目　標 扁　　考
（千円）

事項 338，570 41，748 75，085
、

　衛星通信回線の運用及び都道府
ｧの一部に対する通信衛星地上機

衛星通信回線の運用 　衛星通信回線の運用及び地域
q星通信ネットワーク施設の整

　通信衛星を用いた災害対策通信
Vステムの効率的運用

器整備の補助 備

通信衛星及びコンピュータ等高
一

度化された機器、技術等を活用し
た新たな消防防災晴曇無線ネット
ワークのあり方についての調査研
究の実施（平成元、2年度）

｛
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戸醗 ⑭

VI 関係機関における研究開発等の進捗状況
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研究項目：通信・放送衛星利用の推進

研究機関名等：通信・放送衛星機構

　、@　　　　年度

g予算額
昭和54年～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画

最　終　目　標 備　　考
㎡

　　　　　　　（千円）

179，445，545 10，898，766 285，130
’

1　衛星管制センターの整 　衛星管制センター用地の取得、整備及び衛星
ﾇ制センター局舎を昭和56年度に完成した。ま
ｽ通信衛星2号（CS－2a、2b）及び放送

　通信衛星3号（CS－3a、3
aj、放送衛星2号（BS－2b）
yび放送衛星3号a（BS－3a）

　なし。

f

　衛星管制センターの整備を行
｢通信及び放送衛星の位置・姿
ｨ等を制御する。

衛星2号（BS－2a、2b）の管制施設の整 の運用業務を引き続き行うととも
備をそれぞれ昭和57年度及び昭和58年度に完成 に10月からは放送衛星3号b（B
した。通信衛星運用業務は昭和58年度から開始
ｵ、昭和63年からは通信衛星3号（CS－3ぎ、

S－3b）の運用業務を開始した。
煤A放送衛星の2号系から3号

、

3b）の運用業務を開始した。放送衛星運用業 系への移行に伴う管制設備の改修
務は昭和59年度から開始し、平成2年11月から を引き続き行った。

は放送衛星3号a（BS－3a）の運用業務を ＼

開始した。　　　　　　　　　，
通信及び放送衛星の2号系から3号系への移 、

行に伴う衛星管制センターの整備は、昭和60年 r

度に局舎増築工事、昭和61年度に管制整備（C
バンド）の改修、昭和62年度に管制整備（Sバ
ンド、測距6測角設備、TT＆Cベースバンド
設備等）の改修、昭和63年度にBS管制ソフト
の開発、平成元年度から2年度にかけてBS一

一

3用管制設備への改修を実施した。

2　放送衛星2号の打上げF 　放送衛星2号（BS－2a、2b）の打上げ
�mHKから受託し、その実施を宇宙開発事業
cへ委託した。’BS－2aは昭和59年4月から平成元年4月

　目標寿命を超えた放送衛星2号
aiBS－2b）を引き続き、平
ｬ3年10月までNHKの利用に供
ｵた。

なし。　“ 放送衛星2号（BS－2a、
Qb）を他に委託して打上げ、
ｯ衛星を用いて無線局を開設す
骼ﾒに利用させる。

、

、

まで、BS－2bは昭和61年7月からNH：Kの ’

、

利用に供した。
’、

3　通信衛星3号の打上げ 　通信衛星3号（CS－3a、3b）の打上げ
�mTT等から受託し、その実施を宇宙開発事
ﾆ団ぺ委託した。
@CS－3aは昭和63年5月から、　CS－3b

通信衛星3号（CS－3a、3
ajを引き続きユーザの利用に供
ｵた。

通信衛星3号（CS－3a、
Rb）を引き続きユーザの利用
ﾉ供する。

　通信衛星a号（CS－3a、
Rb）を他に委託して打上げ、
ｯ衛星を用いて無線局を開設す
骼ﾒに利用させる。

〉

亀 は同63年12月からユーザの利用に供した。

4　放送衛星3号の打上げ

@　　　　　　　も@　　　　　　　　　　欝

　放送衛星3号（BS－3a、3b）の打上げ
�mHK等から受託し、昭和63年度から機構に
ﾎする産投出四分を含め、その実施を宇宙開発
幕ﾆ団へ委託した。　　　1

　放送衛星3号（BS－3a、3
ajのうちBS－3aは引き続き、
煤ABS－3bは10月からユーザ
ﾌ利用に供した。

通信衛星3号（BS－3a、
Rb）を引き続きユーザの利用
ﾉ供する。

通信衛星3号（BS－3a、
Rb）を他に委託して打上げ、
ｯ衛星を用いて無線局を開設す
骼ﾒに利用させる。

BS－3aは平成2年11月からユーザの利用
に供した。又、BS－3bの打上げを、機構に
対する産投出留分を含め、引き続き宇宙開発事
業団へ委託した。　　　　　　　　　　　．

5
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研究項目：国内衛星通信方式の研究開発

研究機関名等：日本電信電話株式会社

予算額

年　度

（千円）’

～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画
最　　終　　目　標

～

備 考

事　項

i）通信方式 　CS－3およびKuバンド衛星
を利用する各種シングルビーム衛
星通信方式並びに将来のマルチビ
ーム衛星通信方式、移動体衛星通
信方式の研究開発を行った。
　また移動体衛星通信方式につい
ては、昭和62年度～63年度にET
S－V／EMSS実験を行い、所
期の目的を達成した。

　CS－3およびKuバンド衛
星を利用する各種シングルビー
ム衛星通信方式並びにマルチビ
ーム衛星通信方式、移動体衛星
通信方式の研究開発を行った。

　CS－3およびKuバンド衛　　国内通信に適した衛星通信方式
星を利用する各種シングルビー　　　　　　　　　　　　　　　を開発する。
ム衛星通信方式並びにマルチビ
ーム衛星通信方式、移動体衛星
通信方式の研究開発を継続する。

ii）地　球　局 　CS－3およびKuバンド衛星
を利用する各種シングルビーム衛
星通信方式並びに将来のマルチビ
ーム衛星通信方式、移動体衛星通
信方式に対応する地球局装置の研
究開発を行った。　　　　　、

　CS－3およびKuバンド衛
星を利用する各種シングルビー
ム衛星通信方式並びに将来のマ
ルチビーム衛星通信方式、移動
体衛星通信方式に対応する地球
局装置の研究開発を行った。

　CS－3およびKuバンド衛
星を利用する各種シングルビー
ム衛星通信方式並びにマルチビ
ーム衛星通信方式、移動体衛星
通信方式に対応する地球局装置
の研究開発を行う。

童）衛 星 　CS－3等を使って提供してい　　CS－3等を使って提供して　　CS－3等を使って提供して
る電気通信サービスを継承しさら　いる電気通信サービスを継承し　いる電気通信サービスを継承し
に発展させるため、次期通信衛星　さらに発展させるため、次期通　さらに発展させるため、次期通
の検討を平成2年度より開始した。信衛星N－STARの開発を開　信衛星N－STARの開発を継
　マルチビームの固定・移動体通　署した。　　　　　　　　　　続する。
信衛星に搭載する通信機器の研究　　マルチビームの固定・移動体　　マルチビームの固定・移動体
開発を行った。　　　　　　　　　通信衛星に搭載する通信機器の　通信衛星に搭載する通信機器の
　ETS－VIに搭載するマルチビ　研究開発を行った。　　　　　　研究開発を行う。
一ムの固定・移動体衛星通信用実　　ETS－VIに搭載するマルチ　　ETS－VIに搭載するマルチ
鹸機器の試験評価を行った。　　　ビごムの固定・移動体衛星通信　ビームの固定・移動体衛星通信
　　　　　　　　　　　　　　　　用実験機器の試験評価を行った。用実験機器の試験評価を継続す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る¢

iv）電波電搬 　準ミリ波帯における降雨減衰・
交差偏波特性の測定及び測定デー
．タについて解析を行った。

ヤ
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研究題目＝国際衛星通信システムに関する研究 （1／6）

研究機関三等：KDD研究所
r－

㌔

一　　　　　年度
～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画

3’予算額 o 最　終　　目　標 備　　　考
　　　　　　　（千円）

7，386，500 614，400 331，000’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　丁

曜

（1）ビーム偏移地球局アンテナの （1）通信用平面アンテナの検討 （D　低軌道周回移動衛星通信用 国際通信需要の増大、顧客ニー
叩 開発 （2）干渉波抑圧、送信電力制等、 地球局アンテナの検討 ズの高度化・多様化に対応可能な

’
（2）VSAT用高性能アンテナの
@開発、実用化

電波の有効伝送技術に関する

沒｢
（2）低軌道周回衛星通信システ
@ムに関する伝搬の検討

移動通信を含めた国際通信システ
?ｨよびそれに係わる技術につい

（3）海事衛星通信船舶用小型アン （3）移動衛星通信用フェージン ③連続復号型逐次復号誤り訂 ての研究開発を行う。
丁 テナの開発 グシミュ〃一章の開発 正装置の簡単化と実用化

ヒ （4）移動衛星通信（航空、海事）
@における海面反射フェージング

（4）直接再生を用いた衛星通信
@システムに関する検討

（4）C帯TVRO用干渉減抑圧
@装置の検討

響

轟

特性の解明と、その抑圧方式の （5）連続復号型逐次復号誤り訂 （5）ディジタルSNG伝送方式
開発　　　　’ 正装置の簡単化と実用化 の検討

覧 ⑥　降雨による伝搬特性推定法の （6）TDMA用干渉波低減装置 ㈲　高能率通信方式評価機能の
確立 の開発 ディジタル衛星回線評価プロ
（7）インマルサット将来衛星に適 （7）衛星内再生申継によるディ グラムへの実現

ノ した帯域幅可変SAWフィルタ ジタルTV伝送に関する検討 （7）衛星パーソナル通信システ
の試作 （8）高能率通信方式評価機能の ムの検討

乱 （8）低C／Nで動作する低速ディ ディジタル衛星回線評価プロ （8）移動体衛星通信に適した伝
ジタル変復調器の試作 グラムの開発 送方式の検討（高能率符号化

，
（9）TDMA／DSI方式の検討
@開発

（9）GPS衛星を用いた測位方卜式検討

　変調、誤り訂正、復調方式）
Hスペクトル拡散を用いた移

⑩　1’BS用DA／TDMA方式 ⑩　衛星パーソナル通信の基本 動体衛星通信に関する検討
の検討・開発 検討
ω　Ku帯小型地球局衛星通信シ
ステムの開発一
働　ディジタル衛星回線評価プロ
グラムの高能率化
⑬　ディジタル海事衛星通信用船
@舶地球局の開発 ㌃

＼　ずノ

⑬　高能率音声符号化方式の開発
、 、

「

’

i
、
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　　　　　　　　　、､究題目：国際衛星通信システムに関する研究r （2／6） ノ

研究機関名等：KDD研究所 「 、

　　　　年度

¥算額
～平成2年度実績
@　h

平成3年度実績 平成4年度計画
最　終　目　標 倫　　考

〈千円）

事項
ノ

　
（
1
）
　
　
　
　
　
　
　
一
門
　
ア

（1レ衛星通信、地上中継用低サイ
@’ドロープアンテナの開発実用化
A　ビーム偏移地球局アンテナの
@開発‘（3）VSAT用高性能アンテナの

@開発、実用化

（1）通信用平面アンテナの検討
A海事アンテナの実用化の検
@討　　　　　　　・

（1）低軌道周回移動衛星通信用
n球局アンテナの検討

　各種の無線通信、衛星通信シス
eムに適用可能なアンテナを開発
ｷること目的とし、より経済的で
pｫ能な地球局アンテナ、衛星ア
塔eナの開発、研究を行い、併せ
ﾄ関連周辺技術の確立を図る。

、 （4）衛星搭載用成形ビームアンデ
’ナ設計法の確立 ● ’

ン ㈲任意Sの形のファンビームを
生成する鏡面修整技術の確立と

、 そのソフトウェア化
テ ⑥海事衛星通信船舶用小型アン 、

テナの開発
（7）マルチビーム地球局アンテナ ヒ

ナ の実用化 L

、

／
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研究題目：国際衛星通信システムに関す研究 （3／6）
’

研究機関名四：KDD研究所

　　　　　年度

_　予算額
～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画

最．終　目　標 備　　　考
（千円）

事項

　　♪
@　　　（2）

@　　　　　　　　　1」　’　電

（1）移動衛星通信（航空、海事）

@における海面反射フェージング
@特性の解明と、その抑圧方式の
@開発丁
A　アメダスデータの利用、年毎

（1）干渉波抑圧、送信電力制等、
@電波の有効伝送技術に関する
@検討
A移動衛星通信用
@　フェージングシミュレータ

（1）インテリジェント通信装置

@に関する検討
A　低軌道周回衛星通信システ
@ムに関する伝搬の検討

　衛星通信における各種伝搬特性
ﾌ解明や、伝搬特性推定法の確立
�sうとともに、これらの成果を
ｽ映した無線伝送路の有効伝送技
pの開発を行う。

のばらつきの表現等の、新しい の開発、
波ヂ 構想に基づく伝搬推定法の確立 （3）アメダスデータ使用による

、

（3）　IBS用干渉波抑圧装置の開 On－Board　Resource　Sharing

発 の開発

伝 （4）降雨による伝搬特性推定法の
　確立
D　シンチレーション等伝搬特性 、

搬 の解明口
、

、

早

崖
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研究題目：国際衛星通信システムに関する研究 （4／6）

、

研究機関名望：KDD研究所 ’

，　　　　　　　年度

@　　　　予算額

　　　　　　’

`平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画
最　終　　目　標 倫　　考

（千円）

事項
、

（3）

（1）インマルサット将来衛星に適

@した帯域幅可変SAWフィルタ
@の試作

（1）直接再生を用いた衛星通信
@システムに関する検討
i2）重畳変調を用いた送信電力

（1）より苛酷な伝送条件下にお！いて動作する低・中速度全デ

@ィジタル復調器の試作

　衛星通信の高性能化と高能率化
�ﾟざして地球局装置の開発およ

衛
星

②低C／Nで動作する低速ディ㍗ジタル変復調器の試作

i3）連続復号型逐次復号誤り訂正
@装置の試作と性能評価

　制御装置の評価試験の検討
i3）連続復号型逐次復号誤り訂
@正装置の簡単化と実用化
i4）VSATシステムにおける

（2）連続復号型逐次復号誤り訂
ｳ装置の簡単化と実用化
i3）C帯TVRO用干渉減抑圧
@装置の検討

？。

通 （4）重畳変調を用いた低速電力制 セキュリティ方式の検討
「 御装置の試作 （5）TDMA用干渉波低減装置
信 　　相関値パターン検出法を用い（5）　たSAWユニークワード検出器 め開発

装 の試作
⑥　苛酷な伝送条件下においても

置 動作する低・中速度変復調方式
〆

の検討

、 －

’
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研究題目：国際衛星通信システムに関する研究 （5／6）

研究機関名等：KDD研究所

，　　　　　年度 、

～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画
，予算額 最　終　　目　標 備　　　　考

　　　　　　　（千円）
馬

、　　　　’

（1）TDMA／DSI方式の検討 （1）衛星内再生中継によるディ （1）ディジタルSNG伝送方式 衛星通信回線を広帯域化、高能
鳥，

開発 ジタルTV伝送に関する検討 の検討 率化するための通信方式、および
、　　　　　（4γ （2）IBS用DA／TDMA方式 （2）USATシステムにおける （2γ衛星内再生中継によるディ 超小型地球局を用いて比較的低速

の検討・開発 伝送方式に関する基本検討 ジタルTV伝送に関する検討 のディジタル回線を提供する国際
衛 （3）Ku帯小型地球局衛星通信シ （3）高能率通信方式評価機能の （3）USATシステムにおける ビジネス衛星通信システム、また

ステムの開発と衛星実験による ディジタル衛星回線評価プロ 伝送方式に関する基本検討 それに用いる各種通信方式の開発
星 特性評価 グラムの開発 （4）高能率通信方式評価機能の ・研究を行う。

（4）SS／TDMA回線割当てプ （4）VSATシステムにおける ディジタル衛星回線評価プロ －

’　　通 ログラムの改良　一 セキュリティ方式の検討 グラムへの実現
⑤　ディジタル衛星回線評価プロ

信 グラムの高能率化
’

⑥　畳み込み符号の構成と復号ア
方 ルゴリズムの検討　　　　　’ ，

式
（7）通信／測位統合衛星システム
@の基本検討

L

戸

　　キャリア割当てアルゴリズム（8）　の改良とその並列処理プロセ触

　
サ
の
実
装
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研究題目：国際衛星通信システムに関する研究
（6／6）　　｝

’研究機関翁忌：KDD研究所

　　　　年度

¥算額
～平成2年度実績

平成3、年度実績　　　　再

平成4年度計画
最　終　目　標 臆　考

　　　　　　　（千円）

　　　　、
i5》

（1）ディジタル海事衛星通信用船
@舶地球局の開発
i2）実験用ディジタル移動衛星
@（海事、航空）システムの衛星

（1）GPS衛星を用いた測位方
@式検討
A衛星パーソナル通信の基本
@検討

（1）衛星パーソナル通信システ

@ムの検討
A衛星ページング方式の検討
i3）衛星／陸上通信測位方式の

　顧客ニーズの多様化に応え得る
ﾚ動体衛星通信システムを実現す
驍ｽめに必要となる諸技術及び装
u面からの研究開発を行う。

移
動
体
衛
星
通

　通信実験
G　ディジタル海事衛星通信シス
@テムに適した16Kbit／s　APC－MLQ

@音声符号化方式の開発
i4）航空衛星通信に適した
@a6Kbit／s　APC－MLQ音声コーデ

⑧移動体衛星通信用モデムの
@検討

@　　　　　　ゴ

　検討
@　移動体衛星通信に適した伝（4）　送方式の検討（高能率符号化

@変調、誤り訂正、復調方式）
i5）スペクトル拡散を用いた移
@動体衛星通信に関する検討

信 ックの開発
」

方 ⑤　ディジタル海事・航空衛星通 i　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　f

式 信システム（特にインマルサッ
ト標準B／M及び航空通信シス
テム）の実用化の技術検討

、

、
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研究項目：放送衛星に関する研究開発 （1／4）

　　　　　　　魑m

研究機関名等：日本放送協会 　　　　　　　　　　、C

　　　　年度
轣@　　　　　、

E予算額
～平成　2　年度実績　， 平成3年度実績 1平成4年度計画

最　終　目　標 備　　考

　　　　　　　（千円）

11，079，444． 697，593 533，460
衛星放送方式の研究 （1）衛星放送基本システムの検討として、

@・12GH，帯周波数計画の検討
（1）衛星放送システムとして、
@・ポストBS－3衛星システムの検

（1）放送衛星システムとして、
@・21GH、帯の衛星システム周波

　衛星放送の持つ多くの機能を
ﾏ極的に活用し、国民生活の向

・WARC－BSへの寄与・ 討 数有効利用についての研究開 上等に役立てるため、経済性に
・伝送方式の検討 ・衛星搭載機器の22GHz帯シ 発を行う。 優れ、信頼性が高く、かっ長寿
等を行った。 ステムの郵政省通信総合研究 ・1．5GH、～2．5GH、帯の移動 命の放送衛星の実現に向けて研

②　放送衛星に必要な要素技術として、 所との共同研究終了 体向け衛星音声放送システム 究開発を推進するとともに、将
、・ p勢系、熱制御系の研究・ ・22GH、帯の衛星利用システム の検討等を実施する。 来の放送衛星システムの基本的
・14GH，及び17GH、フィーダリンクの についての検討 （2）衛星を利用した新放送方式と な検討を行う。

プラン化のだめの技術検討 ・UHF帯の移動体向け衛星音 して

・WARC－ORBへの寄与 声放送システムの検討 ・BS　1チャンネルを用いた統合

［等を行った。 等を実施した。 ディジタル放送についての方
（3）標準テレビの映像・音声伝送方式の （2）衛星を利用した新放送方式と 式検討
開発および実験を行い、方式の策定に して　　　　　　　　　　・ ・データチャンネルを利用する
寄与した。また衛星テレビの有料方式 。BS　1チャンネルを用いたディ 各種サービスの技術方式の検
およびデータチャンネル伝送方式の研 ジタル衛星放送の伝送方式お 討および多重統合化、符号化
究開発を行い、技術、基準の策定にも よび統合ディジタル放送にっ の検討等を実施する。
寄与しだ。・ いての方式検討
（4）実験用放送衛星（BS）により高精細 ・データチャンネルを利用する

ノ

テレビジョン（以下ハイビジョンと呼 各種サービスの伝送制御方式
ぶ）、静止画放送などの伝送実験を含 ・等についての検討を実施した。

めY各種実験を行った6　　曳　， ③ハイビジョン柵SE方式による
（5）BS－2の性能評価を実施し、　BS 定時衛星実験放送を終了し、試
一3の基本要求等の検討およびシステ

・「

ｱ放送を開始した。’
ム試験評価などを行うとともに将来の （4）新しい放送技術のための実験
放送衛星システムの概念検討を行った。 として、　　　　卜　，
　　　　　　　　　　㌔f　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

@　　　　　　　　　　　㌻
・衛星放送電波による受信品質’評価、受信機機能の確認実験

監

戸＼　叩　’

、

・・ F宙局を利用した技術実験
7 等を実施した。　　　　　・ 憎　ρ

〕
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研究項目：放送衛星に関する班究開発

　
　
　
　
　
　
　
（
2
／
4
）
’

’

研究機関名等：日本放送協会

　　　　年度

¥算額
～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画

最　終　目　標 徽　考
　　　　　　　（千円）

⑥衛星を利用した新放送方式の研究 ⑤BTAにおける通信衛星を利用
として、 したPCM音声放送用受信機の開
・ディジタル衛星放送の伝送条件の 発に貢献した。

実験1　　　’ （6）WARC－92に向けて、広帯域HD

・専用波音声PCM放送の伝送実験 TVシステム、移動体衛星音声シ
・統合ディジタル放送の一環として ステムの技術的検討を行った。

のPCM音声方式の基礎実験
6データチャンネル多重の統合的利
用方式を検討及び基礎実験
等を行った。

｝

（7）ハイビジョンについて、副SE方式、
皿ISE方式のデータチャンネル伝送方
式および有料方式を開発し、衛星伝 、

送方式の国内規格の作成に寄与した。 ’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　♂

またハイビジョン副SE方式による定
、 時衛星実験放送を開始した。 P

、 （8）22GHz帯衛星放送の伝送方法に関
して、技術的条件の検討を行った。
（9）通信衛星を利用した12．5GHz～
12．75GHz帯衛星伝送方式（PCM音
声）の電通技士答申に寄与した。 へ

⑬新しい放送技術のための実験とし
きて　　　　・　　　「
・放送電波による受信品質評価、受
信機機能の確認の実験

う
・宇宙局・地球局を利用した技術実

、

嘱　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　垂

@｝

験等を行った。

‘
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研究項目：放送衛星に関する研究開発 （3／4）

研究機関三等：日本放送協会

年度
～平成　2　年度実績 平　成　3　年　度　実　績 平成　4　年度計画

予算額 最　終　目　標 備　　考
（千円）

事項
／電波伝搬の研究 ラジオメータ観測及び放送衛星波の測定 これまでの検討結果を基礎にして、そ 電波の有効利用に必要な伝搬特性

により、12GHz、22GHz、42GHz帯の降雨 の有効利用に必要な伝搬特性の検討を進 の検討を引き続き進める。
‘

減衰と大気吸収特性の解析及びそれらの推 めた。
一　守

定法の検討を進め、CCIRに寄与した。

，衛星搭載機器の研究開発 放送衛星搭載用TWT、アンテナなどの （1）高信頼、高寿命のインテグラルポー （1）高信頼、長寿命、小型軽量の伝
研究開発を行うとともに、その成果を実用
q星の設計に反映した。　噸　，

ンレピース（IPP）型の12GHzT皿の研
?J発を行った。

導冷却型12GHzTwrの研究開発を行
､。

d2GHz　100W～200Wのヘリックス型TW
s及び22GHz　200W結合空胴型TWT並

（2）22GHz帯中継器の開発について、郵
@政省通信総合研究所との共同終了した。

（2）21GHz帯申継器の研究開発を行
@う。また2．5GHz帯ディジタル音声

びに各TWT電源の研究開発を行った。 （3）22GHz帯200W脚TAの開発について宇 中継器の調査研究を行う。

・12GHz　200W及び22GHz　100W中継器の研 宙通信基礎技術研究所と共同研究を継 （3）21GHz帯200W　TWrAの開発につ
究開発を行った。・ 回した。　　　　　　　　・ いて宇宙通信基礎技術研究所と共

1　　　　　τ
・12GHz鏡面修整型成形ビームアンテナ
�､究開発した。

（4）次期放送衛星搭載を目指した12GHz
@帯の鏡面修整型成形ビームアンテナの

　同研究を継続する。
i4）12／17GHz帯共用鏡面修整成形ビ

・楕円コルゲートホーンの解析と実験を 電気試験モデルの開発を行った。 一ムアンテナの電気試験モデルの
行った。　、。低損失電力合成器並びに12GHz　40W及 （5）鏡面修整技術を用いてWARC－ORBに適

@合した17GHzフィダーリンクアンテナ
　開発を行う。
i5）放射電力可変型21GHz帯放送衛

び50璃怨辛電力増幅器の研修開発を行っ の研究開発を行った。 星搭載用空間合成アンテナの研究
た。　　　　昏 ⑥FET電力増幅器の調査研究を行った。 開発を行う。

・12GHz　4チャンネル入力及び出力マル （7）12GHz高電力8チャンネルマルチプ
チプレクサーの研究開発、ならびに、 レクサーを開発した。

22GHzマルチプレクサーの研究を行っ ゴ

た。　　　　「

‘
’＼、　／

μ
｝

4
し
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し

潮

‘
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／
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研究項目：放送衛星に関する研究開発 （4／4）・

研究機関名等：日本放送協会
ぐ

年度
平成3年度実績 平成4年度計画 ノ

予算額 最　終　　目　標 備　　考
（千円）

事項
衛星放送受信装置及び地・上施設の研究開発 （1）小型、高性能かっ低廉化を目指し

@て12GHz帯及び22GHz帯低雑音受信
@機を開発し、12GHz帯受信機につい

（1）42GHz帯低雑音ダウンコンパ
@ータを開発した。
i2）12GHzアクティブ化平面アン

（1）12GHz帯アクティブ化平面ア
@ンテナの高性能化を図る。
A　ポータブルディジタルSNGの

ては規格統一と測定法の標準化を行 テナを開発した。 研究開発を継続して行う。

つた。また、42GHz帯低雑音ダウン （3）小型乗用濫用BS移動受信装置
コンバータの研究を行った。 を開発した。

②受信アンテナの高性能化をめざし （4）ポータブルディジタルSNG用
て MSK変復調器、平面アンテナお f

・測定法基準の策定
よび小型送信機の研究を行った。　　ψ

・衛星電波を用いたアンテナ利得、． ～ く　　　　　・
@　　　ヤG／T測定装置の開発、実用化　・ 郵

つ

・12GHz平面アンテナの効率改善・ 乙
ρ

アクティブ化とビーム制御技術の 、　　　　’
，　　　｝

、

　　研究及び試作
@　を行った。　　　　誓
G　ビーム制御アンテナの研究開発を

　　　　　糟
@　　　　　　　　　魂@　　　　　　　　　　　　μr|　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L　　　　　　　　　、

卜　L

@　　　8
零

行い、車載用移動受信装置を開発し 「
、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　　　　ヤ
@　　　　　　　　　　　　　㌃　‘　　　一

L

　た。

i4）14GHz可搬型アップリンク用150W
、
』 ＼　　　　、∴

FET増幅器を開発した。 ，＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㌧

@　　　　　　　　　、t　　，
（5）ポータブルディジタルSNGに関す ’

∫

る基礎調査を行った。 　　　　’　　　　　　　亀P、 @　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の

戸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　厚　、

@　　　　，、
乾

「

衛星運用技循の研究開発 　　　　　　戦@　　　　　、q星運用技術の調査、研究を行った。 衛星運用技術の調査、研究を行 衛星運用技術の調査、研究を継 一

つた。 貸する。

　　＼一　　　　　　　」 へ

　　　　　　　ノ「　　， 　　　　汁e　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　見

｝　　　　　　　　　「

　，ｿ　　　　　　　　　　》@謬　　　　｝
ち 、　　　　　1　　　　　　　　　　r

レ

、

鳩

「

、

τ
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’
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　匹
C

一一
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嗣　　　」　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　騨　　　仙 噌

」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、 “

馳
’⑳ ㊥

の

研　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝　1究項目：BS－3の開発及び衛星放送システムの研究 L

累守

－
鞠

3

研究機関三等：日本衛星放送株式会社 ｝ 　　　　8d ■ 電

’

　　　年度

¥算額
～平成2年度実績

　
平
成
3
年
度
実
績
孕

平成4年度計画

　　　　　　　　　，　　　’

ﾅ　終　　目　標 備　　　考
f

　　　　　　　（千円）

18，50，000 ｝　　5，000
｛　　　　　　　　　　　　　　　　　，

　　　　　　　　巳
@　　覧
?@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

　平成元年度に引続き、BS－3
ﾌシステム試験立会い等を通じて、
aS－3の製作の審査に参画する

平成2年度に引続き、BS－
Rのシステム試験立会い等を通
ｶて、BS－3の製作の審査に

　平成2年度に引続き、広帯域
?p器を用いた伝送実験及び運
p技術向上の為の調査・研究を

　BS－3を使用する実用衛星放
翼Vステムを開発する。　　　　し　　　　　　　　　　　J　　r　　　　　　　　　｝、

　　　　　西
@　　　　　㌃A

’

とともにHDTV放送等BS－3
�?pする放送システムの調査研

参画するとともに、広帯域中継
墲�pいた伝送実験を行った。　　　’

行う。　　　　　　　　　　一

ひ 究を行った。　・ ～

，　　　　　　　　　　　　　　　　　同

@　　’
’　　　　　「

旦 1 　　　　3`

2
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研究項 目：静止プラッ トフォーム型通信・放送衛星技術の研究開発

研究機関名等 ：株式会社宇宙通信基礎技術研究所

年度
～平成　2　年度実績 平成3年度実績

　　　　　f
ｽ成4年度計画

予算額 最　終　目　標 備　　　考
（千円）

｝

事項 1，345，796 434，000
418，000　　　　馬

大型アンテナの
､究開発

・大型アンテナ技術の基本となる宇宙空
ﾔにおける大型展開鏡面の構造概念を
c握するためにモックアップモデル

・温度試験評価モデルを用いて
iｷ／低温時の機械歪みを評
ｿした。

・アンテナ鏡面1／5スケールモ
fル及び周波数再利用型一次
厲ﾋ器を改修し、総合組立て

・周波数再利用化を図った直径
R0m級のマルチビーム大型展
Jアンテナに関する基礎技術

＊1基本構造の概
O検討用モデル

＊13種を試作し、評価試験を実施し ・アンテナ鏡面の1／5スケール を行う。 の確立。

’た。 モデルの部分試作を行った。 ・鏡面メッシュ要素の評価を行
’

・上記評価結果に基づき、基礎的な設計 ・一泄厲ﾋ器の部分試作を行っ う。

を行い、電気性能確認のメッシュ鏡面 た。

陸上移動体 型周波数縮小モデルを製作し、評価試 ，

験を行い電気設計の妥当性を確認した。

衛星通信 ・上記の結果に基づき、機械性能確認の
， ・マルチモジュール部分展開鏡面モデル

，を試作した。

固体化電力増幅
墲ﾌ研究開発　　　　～

・現状技術、将来動向等の分析・検討を
sい、開発要求項目の抽出、開発目標
ﾝ定等基礎的な設計を実施した。

・第1次試作品の成果を反映し
ﾄ、高出力合成回路、熱制御
�H等を統合し、宇宙環境を

・．前年度までの設計試作結果に

薰ﾃき増幅器としてインテグ
戟[トする。

・多チャンネルを共通増幅可能
ﾈ10㎝以上の固体化電力増幅
墲ﾌ基礎技術の確立

＊2周波数はL帯
ﾆS帯の2種類

・電気性能を確認するための要素回路の 考慮した設計を行い、増幅器 （効率：45％以上）

試作を行い、設計の妥当性を検証した。 の主要部分を試作した。＊2

ミリ波送受信機
L・ ｻ状技術、将来動向等の分析・検討を ・目標出力と30Wとして設計を

　　　　　　　島E高効率を達成するための遅波 ・40GHz帯30W㎜Aの基礎技術 ＊350GHz三三雑
の研究開発 行い、開発要求項目の抽出、開発目標 見直しTWTとして30W以上 回路、コレクタ構造の見直し の確立（効率：30％以上） 音増幅器と40回忌z

設定等基礎的な設計を実施した。 の出力を確認した。 を行い試作に反映する。 ・50GHz帯高感度受信機の基礎 帯㎜A
・・ 謔P次試作品＊3を試作し、評価試験 ・電源系については効率向上の ・低位相雑音発振器と局部発振 技術の確立（NF：3dB以下） これまでに開発し
、を行い電気設計の妥当性を確認した。・第2次試作の設計を行った。 ため回路設計の見直しを行っ

ｽ。
器を組み合わせ、受信部を試
?ｷる。

・ミリ波帯低位相雑音発振器の
賰b技術の確立

た技術の成果の一
狽ﾍCOhETS計画に

ミ　リ　波 ，　　　　　’

@　　　　　　　’　　　　　　　　　、

・低位相雑音発振器の試作を行 反映されている。
つた。

・パーソナル 鮨

衛星通信
C

衛尾内交換機の
､究開発

・ベースバンドスイッチ調査を行い、交・換機システムの概念検討並びに基礎的

ﾈ設計を実施した。　　　　　・　’
E機能性能を確認するための第1次試作

・回線接続制御の各種方式を検
｢しハードウェアの試作、及
ﾑソフトウェア構成の検討を
sった。

・回線接続制御ソフトウェアの
J発を行う。・一括分波回路のIC化を検討

ｷる。

・衛星内ベースバンド交換機の
賰b技術の確立
i入出力規模：
@　3，000x3，000　ch．程度）

＊4復調器、スイ
bチ回路等の機能
ｫ能の評価モデル

㊦　、 品＊4を試作し、評価試験を行い機能 P

性能の妥当性を確認した。 し

・アドレスゲートスイッチのLSI化を
行った6　・　　　　　　　　、

22GHz帯送信機 ・現状技術、将来動向等の分析・検討を ・前年度の部分試作の結果を反 ・高効率を達成するための三三 ・22GHz帯300W級TWTAの基 これまでに開発

　噛Q2GHz帯
の研究開発’ ’行い、開発要求項目の抽出、開発目標

@設定等基礎的な設計を実施した。
映し、TWTを試作するとと
烽ﾉ電源への要求を明らかに

回路、コレクタ構造の見直し
�sい試作に反映する。

礎技術の確立
i効率：40％以上）

した技術成果の一
狽ﾍCO祀TS計画に

・電気性能を確認するための第1次試作 した。 ・電源部を試作しTWTと組み 反映されている。

衛星放送 品を試作し、評価試験を行い電気設計 ・電源部の部分試作を行い：遮断 合わせる。

妥当性を確認した。 特性等の評価を行った。
・第2次試作の目標見直しを行った。

’

翰
㊥ ⑳

既に打ち上げられた人工衛星の概要

’＼〆
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言
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塩

1．宇宙開発事業団

（1）技術試験衛星」1型「きく」ETS－1

　　ガ打上げ日時　’　　1975年9月9日1　14時30分臼

　　五．打上げロゲ層ト　　　　N－1ロケット1号機（NrF）

　趾．打上げ後の履歴

①1975年9月9日～9月10日

②1975年9．月11日

③　1975年9月12日～12月9日

④71979年’5月11日

¢）　1981看三5ノ弓1Eヨ

⑥1982年3月’1日

⑦1982年4月28日

a．Nご1ロケ》トの飛行中、衛星は正常に動作するとともに、分離時のニューテーションダンパも順調に動作した。

b．この商、衛星が受ける振動、温度及び姿勢の変化等、打上げ時の環境の測定を行い、データを取得した。

c．v O道投入後における各機器の動作特性及び温度状態も正常であった。

a．第28周回において、伸展アンテナの伸展実験を実施した。結果は良好であった。

b．衛星の姿勢、スピン系、太陽電池出力等、伸展アンテナが衛星に与える影響を測定した。

a。打上げ後1週間の初期段階及びその後の定常段階における衛星の動作特性、電力収支、温度の推移、姿勢、スピン率の変化等は

順調であり、3ヵ月のミッションを達成した。

b．衛星のパウスキーピングデータ（電圧、電流及び温度状態）及び姿勢データを取得し、衛星の運用技術を確認するとともに、角

度測定、併用ドップラ周波数測定方式による追跡と併行して距離及び距離変化率測定方式により追跡実験を行い・追跡技術の確認

を行った。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

第18，229周回までの観測において、一部発生電力の低下がみられたが、テレメータは正常に動作している。

第28〆026周忌までの観測において、引続き電力低下の状態にあるが、テレメータは正常に動作している。

電力低下のため（推定原因）、テレメータデータは取得できない状態である。

言忌した。

（2）電離層観測衛星「うめ」

　i．打上げ日時
　五．打上げロケット

　塩．打上げ後の履歴

　　①1976年2月29日’

　　　　　　ノ

　　②1976年3月1日

ISS
　1976年2月29日　　12時30分

　N－1ロケット2号機（N2F）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ピ
　　　　　a．ロケット飛行中、衛星分離時及び軌道投入後のいずれの段階においても、衛星は全て順調に動作したげ

　　　　　b．衛星の動作状況、温度変化及び姿勢の測定を行い、デ山タを取得した。

　　　　　a．第14周回ぼおいてブームあ展開を実施し、その後、第2？周回において観測用アンテナの伸展を実施した。両方とも結果は良好で

　　　　　　あった。
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③1976年3月3日～3月30日

④1976年3月31日～4月2日

⑤1976年4，月3日～7月28日

b．衛星の姿瓠スピン率、太陽電池出力率、ブーム及び観測用ナンテナが衛星に与える影響を測定した。

電波雑音観測装置、プラズマ測定器及び電離層観測装置の動作点検を順次実施し、これに引き続きこれら観測機器の組合せの動作

点検を実施し、全て正常であることを確認した。「　　　　’け　へ

第429周回において、バッテリー温度の上昇が認められた6その後脚448周回において何らかの原因たよりバッテリー温度が異常

　に上昇し、第449周回移降は、電波が途絶した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　7月28日の第2057周回まで、衛星電波の受信に努力を払ったが、衛星の機能回復は得られなかったため、同日追跡を打ち切った。

（3）技術試験衛星1型「きく2号」ETS、一五

i．打上げ日時
五．打上げロケット

血．打上げ後の履歴

1977年2月23日　　17時50分

N－1ロケット3号機（N3F）

①　1977年2月23日

②1977年2月24日～2月26日

③　1977年2月27日～3月5日

④1977年3月9日～3月11日

⑤　1977年3月28日～3月31日

⑥1977年2月27日～4月12日

⑦1977年4月11日～4月14日

⑧　1977年4月18日～5月8日

⑨　1977年5月9日

⑩1977年8月22日

⑪1996年i2月10日～14日

⑫1990年12月14日

ロケット飛行中、衛星分離時及びトランスフラ軌道投入後のいずれの段階においても、衛星は全そ順講に動作した。

所要の姿勢変更を行ったみち、2月26日アポジモータを点火し、ドリフト軌道に衛星を投入した。

所要の姿勢変更・軌道制御を行い、、3月5日赤道上空東経130度の予定された三三衛星軌道に投入した。

鯉機能親試験（その1）・鱒灘動作チェック、デスパンアンテナによる・1ン徊線試験・伝搬三三櫨の動作三三を

実施じ、異常のないことを確認した。

衛星機能確認試験（その2）：S．「X．K．バンド受信電力及び安定度測定、アンテナパターン測定、アンテナ指向バイアス量の

測定、スピン変調等の測定、指向方向ジッタの測定等を実施し、異章のないことを確認した。

蝕時動作の監視を実施し、異常のないことを確認した。なお、3月26日、静止衛星軌道投入後、初の姿勢保持のための制御、4月

7日最初の軌道誘導のだあの制御を実施し、ほぼ計画どおりに修正された。

伝搬実験用発振器の連続動作試験を実施した。

定常段階での運用準備試験を実施した。　｝　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　一

姿勢恐持技備習得、軌道保持技術の習得、デスパンアンテナの制椥試験伝搬実験用発振器の試験等を行う定常段階の作業に移行

した。

定常段階を終了した。なお、衛星は引続き電波伝搬実験に利用されている。

残燃料試験を実施した。

停鎖した。

働
轡置 ⑳

（4）静止気象衛星「ひまわり」GMS

　i．打上げ日時　　　　1977年7月14日　　19時30分（JST）

　五．打上げロケット　　　デルタ2914型ロケット132号機米国ETR

　i五．打上げ後の履歴

①㌧1977年7月14日～7月18日

②1977年7月19日

　！
③1977年11月4日

④　1977年11月4日
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⑩
⑪
⑫

⑬1984年9月10日

⑭1989年5月19’日

⑮1989年6月30日

a．ロケット飛行中、衛星分離等、ドリフト軌道投入後のいずれの段階においてもく衛星ほ正常に動作した。

b．所要の姿勢変更、軌道制御を行い7月18日、’東経140度の赤道上空に静止させることに成功した。

a．7月20日、デスパンアンテナ駆動時、軸方向加速度計出力からスピン軸に若干のずれがあることが判明したが、これ以外は9月

30日までのミッションチェックの結果から良好であることが確認された。

b。9月8日第1回の雲画像の取得が行われた。なお、スピン軸のずれに伴う画像の若干の歪が認められる。

定常段階に移行した。　　、

　VISSR可視センサL＃6に接続されている光電変換回路用高圧回路に不具合が発生した。このたあ、11月6日より予備系に切り替

　えて運用を再開した。

　24時間モードで運用されることとなった。

VISSR可視センサー＃6に接続されている光電変換向路角高圧回路に不具合が発生した。運用は予備系に切り替えて行われた。

　地上設備ソフトウェアゐ改修が完了し、雲画像の歪は除去できることになった。

　VISSRエンコーダ主系に不具合が発生し、冗長系に切り替えた。

　ミッションを達成し、G㎡S．2に引継いだ。静止位置は、81年12月19日に東経140度からi60度た向けて移動を開始させ、　a2年1月

　24日に160度に静止させた。

　GMS－2のVISSR駆動系の不具合に伴い、東経140度に向けて移動させるとともに、　GMS－2と交替し、定常運用を再開した。

　東経140度に静正させた。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’ゾ

　GMSのVISSR駆動系の木具合（劣化）により、画像取得が不能となっただめ、制限付きで、使用可能なGMS－2（冗長系）に引継

　いだ。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

　東経140度から東経160度に移動。　　　　　　　　　　　　　　　噌　’〆

　VISSR駆動系以外正常に動作しているが、バッテリー等の劣化が進んでいる。

　停波した。

／
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⑤　実験用中容量通信衛星「さくら」CS

　i．打上げ一日時　　1977年12月15日　9時47分（JsT）

　h．打上げロケット　　　デルタロケット137号機、米国ETR

　血．打上げ後の履歴一

①　f977年12月15日

②　1977年12見16日

③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩
⑪
⑫
⑬

1977年12月16日～12月24日

1978年1月19日

1978年2月15日

1978年3月15日

ユ978年5月14日

1978年5月15日

1982年3月31日

1983年8月13日

1983年9月10日

1985年5月18日

1985年11月当日

bケット／衛星分離以後衛星は正常に動作した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　じ所要姿勢変更を行ったのちアポジモータに点火し、衛星をドリフト軌道に投入した。ドリフト軌道投入後バス機器のチェックアウ

トを開始した。　　　、

所要の姿勢制御、軌道変更を行い、12月24日、東経135度の赤道上空に静止させることに成功した。

ミッション機器チェックアウト開始。

準ミリ波中継器のうち1系統（F乞チャンネル）にスプリアスが生じる不具合が発生した。

同上F6チャンネルの出力が消失した。

衛星のチェックアウトの結果から上記2件の不具合の他は、衛星はほぼ予定どおりの機能・性能を発揮していることを確認した。

定常段階へ移行した。　　‘

軌道傾斜角が0．1度を超えたが、以後南北方向の軌道制御を実施しないこととした。

静止軌道位置を東経135度から東経150度へ移動を開始した。

東経150度に静止化した。

衛星はほぼ正常に動作している。

ミッションを終了し、段波した。　　　　　　　・　　　　　　　　　　「

（6）電離層観測衛星「うめ2号」ISS－b

i．打上げ日時
且．打上げロケット

血．打上げ後の履歴

①1978年2月16日

1978年2月16日　　13時00分

N－1ロケット4号機（N4F）

②1b78年2．月17回忌4月23日

a．ロケット飛行中、衛星分離時及び軌道投入後のいずれの段階においても衛星は正常に動作した。

b．衛星の動作状態、温度変化及び姿勢の測定を行いデータを取得した。

a．ブーム展開は正常に行われた。

b．第27周回でステムアンテナの伸展作業を行ったが、テレメータが中断したたあ作業を一時中止し、再確認を行った結果、アンチ

　ナが所定の長さに伸展してないことが判明した。

③
④
⑤
⑥

1978年4月24日r

1979年8月15日

1982年5月1日

1983年2月23日

　　　　　翻
　　　　　κ㊥　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　轡

　第57周回目より伸展作業を再開し、延べ9回にわたり小きざみに実施して2月24日所要の長さに伸展させることに成功した。

c．ミッション機器（TOP－A）に若干動作不安定の現像はあるが、他は全て正常に動作することを確認し、初期段階を終了した。

定常段階に移行した。

設計寿命（1年ざヵ月）を満了した5

第20，500周回までの観測において、一部発生電力の低下が認められた。

発注電力の低下により、運用が困難となったため、停照した。

（7）実験用中型放送衛星「ゆり」BS

　i．打上げ日時　　1978年4月8日　7時1分（JsT）
　ii．打上げロケット　、　デルタロケット140号機、米国ETR
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　こ
　血．打上げ後の履歴

①
②
③
④

1978年4月8日

1978年4，月9日

1978年4月10日

1978年4月10日～7月19日

⑤1978年7月20日

⑥1979年5月7日

⑦1979年6月12日

⑧　1979年6月25日

⑨1979年8月1！日

ロケット飛行中く衛星分離後のいずれあ段階においても、衛星は正常に動作した。

所要の姿勢変更・軌道制御を行い、アポジモータに点火して、ドリフト軌道に投入された。

太陽電池パネルの展開及び衛星姿勢の三軸制御の確立の操作が行われ、計画値に近い姿勢が得られたことが確認された。

a．白回の軌道制御により4月26日東経110度の赤道上空に静止させることに成功した。

b．Sバンド受信機入力切替スイッチに不具合を生じた。

c．南北軌道制御を行った際、三軸姿勢の乱れを生じた。

d．b、　cについて検討した結果、　bについてはミッションの遂行に影響を与えるものではないことがわかった。また、　cについて

は運用手順の修正で対応できることがわかった。他は全て正常に動作することを確認し、初期段階を終了した。

定常段階に移行した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　へ　ノ
西側ヒドラジン・タンク圧力のテレメトリ表示が低下を示す異常が生じ、その後1979年8月11日以後は表示が変動している。これ

’については運用手順の修正で対応した。

太陽電池発注電力について予測より低下していることが判明した。これについては負荷の一部を節減することにより、トランスポ

　ンダの2系統運用を継続することとし、発生電力の季節的低下が見込まれる冬至・夏至の運用についてはさらに検討を継続してい

　くこととした。

　B系統トランスポンダ（100w進行波管）の電源が投入できない異常が認められた。トランスポンダを用いる実験は、　A系統のほ

　か冗長系を用いて継続するヒととした。B系統の動作については、今後の実験計画との調整をとって確認していくこととした。

’テレメトリ・エンコーダAに不具合が発生した6これは冗長系（テレメトリ・エンコーダB）に切替えて運用は正常に復した。

一199一
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⑩1979年11月3日

⑪1979年11月4日

⑫1979年11月16日

⑬1980年5月1日

⑭1980年5月19日～6月17日

⑮1981年5月1日

⑯1982年1月28日

ピッチ軸ホイールが回転停止し、これに伴って衛星の三軸安定姿勢に乱れを生じた。こめためピッチ軸の姿勢保持はスラスタによ

る自動制御により継続することとした。ピッチ軸ホイールは、その後1680年3月19日の軌道制御時に回転を回復したため、当面は

スラスタたよるバックア》プをしながら動作監視をしていくこととした。’　 　　　　　・

ロール軸ホイールが回転停止したため、ロール軸の姿勢保持はスラスタによる自動制御とした。

大規模地震対策特別措置法に基づく総合防災訓練が、欄係省庁等の参加を得て、国土庁の主催で実施されぐこの訓繍こおいて、1

「やりゴ「さくら」を用いた実験が行われた。　　　　　　一　　　　　　’　∴h　楓　㌦　1　　　　　Q

衛星は正常に動作している。一’　　　　　　　　　～

高出力進行波管増幅器（TWTA）のR系統に不具合が発生（5月19日）し、送信機能を停止した。また残るA系統TWTAも不具合が発

生（6月17日）し、以降BSによるテレビ信号伝送実験、受信実験ができなくなった。

残された機能により、テレメータ・データ取得、管制開発実験等が行われている。ゴ　　　ー

ミッションを終了し、停諭した。

（8）実験用静止藩命衛星「あやめ」ECS　　　　　　　　　　　’　　　　　　　　・　　　．

　il打’上げ日時　　　1979年2月6日　47時46分　　1　聾

　五．打上げロケット　　　N－1ロケット5号機（N5F）　　　　　　　・　　　　　　　　　　　…　　’　・　　　　　蜘

　iii．打上げ後ρ履歴　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　三

　　①19サ9年2．月6日　　　　トランスファ軌道投入及び衛星の分離はほぼ予定通り行われた。

　　②1979年2月7日～2月9日　 数回の姿勢制御を行った後、2月9日アポジモーターを点火したが、約12秒後衛星からの電波が途絶えた。回復のためのコマンド

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を送信したが衛星からあ電波は受信できなかった。

（9）実験用静止煙信衛星「あやめ2号」ECS－b

　i．打上げ日時　　1980年2月22日　17時35分
　五．打上げロケット　　　N－1ロケット6号機（N6F）　　　　　　　　　　　　“」

　置．打上げ後の履歴　　　　　　　　　一

　　①1980年2月6日　　　　トランスファ軌道投入及び衛星の分離は予定通り行われた。

　　②1986年2月亨日～2月25日差　数回の姿勢制御を行った後、2月25日アポジモーターを点火したが、約8秒後衛星からの電波が途絶えた。回復のためのコマンド

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を送信したが、衛星からの電波は受信できなかった6・　　　　　　　　1㌦　　匂　τ　ひ’　　〆

鋤ζ

⑳ 轡

⑩　技術試験衛星1V型「きく3号」ETS－IV　　　　　　　　・

　i．打上げ日時　　　　1981年2月11日　　17時30分　　’　　　　　　，　　　　　・　　、、　　　▼　．　’　＝　　　、

　五．打上げロケット　　　N一三ロケット1号機（N7回目　　　　　　　　　　　　　，

　世．打上げ後の履歴　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　・　　’　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　　、

　　①．1981年2月11日　　　　　a．ロケット飛行中、衛星分離時及び軌道投入後のいずれの段階においても、衛星は全て順調に動作した。

　　　　、’　　　一　　　　　　　　b．衛星の動作状態、温度変化及び姿勢の測定を行い、データを取得した。

　ぞ②1981年3．月13日、　　　　　　全て正常に動作する．ことを確認し、初期段階を終了した。

　　③、1981年5月13日　　　　’　』　　搭載実験を行って、所期の目的を達し、定常段階を終了した。（第209周回）

　　6）1984年12月24日・　イ　　・　　　太陽電池の発生電力の低下が著しくなったため、停回した。

ω静止気象衛星2号「ひまわり2号」GMS－2

i．打上げ1日蒔
五．打上げロケ》ゼ

血．打上げ後の履歴

1981年8月11日　　5時03分

N－1ロケット2号機（N8F）

①1981年8月11日～8月20日

②1981年8，月21日～10月10日

前1981年12月11日

④1981年12月21日

⑤　1982年4丹5日

⑥1983年11月、3日～

　　　　　　　1984年1月21日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㌔♂㌧　　　　　　　　　　　5

a．ロケット飛行中、衛星分離時及び軌道投入後のいずれの段階においても、衛星は全て順調に動作した。

b．所要の姿勢変更、軌道制御を行い、8月20日、東経160度の赤道上空に静止させることに成功した6

a．・9月8日に第1回の雲画像の取得が行われたξ

b，9月24日及び10月10日にSバンド送信機i（それぞれ冗長系及び主系）が、蝕による衛星温度の低下時に送信機出力が低下する不

具合が発生したが、ミッション遂行上支障はないことが確認された。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

c．㌔
X月26日にリモートテレメトリユニットに木具合が発生したが、冗長系に切り替えることで正常に復しており、衛星運用上支障

　はない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

11丹5日に東経・160度から移動を開始し、ユ2月工1日に衛星を東経140度の赤道上空に静止させた6

　定常段階に移行した。註　　　　　「　　　　’　　　・　　～．　　　　　一　　｛　　　〆，　　　よ

　セントラルテレメトリゴニットに不具合が発生したが、冗長系に切り替えることで正常に復しており、衛星運用に支障はない。

a．11月3日、VISSR走査鏡のリトレーズ時に、走査鏡が一時停止するという不具合が発生した。

b．その後、走査鏡の停止回数、停止時間ともに次第に増加したため、12月ユ3日に走査鏡駆動系を冗長系に切り替えたがぐ冗長系で

　もりトレース時に停止するという不具合が生じたげ　　・　　　　　’　　　・　㌧、一㌧　”∴、

c．主系による運用を継続したが、リトレースに数時間要する事態になったため、59年1月21日運用を打ち切り、GMSと交代する

　　　　　　　・　　　　　　　　　　一201一

　　∴’”　　　　　　　、　　　・　　　，
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⑦1984年6．月30日

半1984年9月27日

⑨，1985年8月23日

⑩1987年4月25日

⑪1987年11月20日

’　　　こととした。

　　a．GMSのVISSR駆動系の不具合（劣化）により画像取得が不能となったため、再びGMS－2に交代した。

　　b．GMS－2は、軌道上試験の結果、1日4回の地球画像取得が可能となっている。

　　　8月3日に打上げられたGMS－3に引継いだ。　　　．　　・

　　　GMS－3に引継いだ後の暫定位置から東経120度に移動し、静止させた。

　　　画像取得1日4回程度の運用は可能であり、軌道上に待機させている。USB受信機能が劣化している。

　　　USB受信機能の劣化が著しく衛星の管理が不能となる可能性がでてきたため、運用を停止した。

ノ

⑱技術試験衛星皿型「きく4号」ETS一皿

　i．打上げ日時　　　　1982年9月3回忌　14時oo分　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

　且．打上げロケット　　　N－1回忌ット7号機（NgF）

　量．打上げ後の履歴　　　、

　　①1982年9月3日　　　　軌道投入後、衛星は正常に動作し、デスピン、太陽電池パドル展薩地球サーチ、捕捉、ヨー捕捉及び太陽捕捉・追尾の一連の制

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　御を経て所定の三軸姿勢を確立した。

　　②1982年11月7日　　　　基本機器及び搭載実験機器の初期段階点検、機能確認を終了。いずれも所期の機能・性能を発揮していることを確認した。

・③　1982年11．月14日　　　　　　’　定常段階に移り、各搭載実験機器の実験を開始した。

　　④1983年9月2日　　　　搭載実験を行って、所期の目的を達し、定常段階を終了した。（約4，900周回）

　　⑤1985年3月8日　　　　姿勢制御用燃料が枯渇状態になり、三軸姿勢保持が困難になったたあ、停志した。

⑬通信衛星2号一a∫さくら2号一a」CS－2a

i．打上げ日時
五．打上げロケψト

血．打上げ後の履歴

1983年2月’4日　　17時37分

N－Hロケット3号機（N10F）

①1983年2月4日

②ユ983年2月5日～2月6日

③1983年2月7日～2．月24日

④1983年3月9日

ロケット／衛星分離以後衛星は正常に動作した。

所要の姿勢変更を行ったのちアポジモータに点火し、衛星をドリフト軌道に投入した。この間、トランスファ軌道の一部及びドリ

フト軌道の一部において地球幅テレメトリデータの出力が欠落する現象が生じた。

所要の姿勢制御、軌道変更を行い、2月24日衛星を東経132度の赤道上空に静止させることに成功した。

通信用中継器の機能確認試験を開始した。

劔
腰

鵬
轡

⑤1983年5月4日

⑥：1983年5月5日

⑦1988年6月20日

⑧　1990年5月19日

⑨1090年12月7日

衛星の機能確認試験の結果から、衛星は所定の機能・性能を有していることを確認した。

定常段階に移行した。

定常段階を終了し、以後最終確認試験を実施している。

衛星は正常に動作している。

最終確認試験が終了し、停回した。

㈲通信衛星2号ごbrさくら2号一b」CS－2b

i．打上げ日時
五．打上げロケット

並．打上げ後の履歴
　　イ

1983年8月6日　，5時29分

N一∬ロケット4号機（NllF）

①1983年8月6日

②1983年8月6日～8月7日
③198S年8，月8日～8月26日

④1983年9月‡日

⑤1983年11月1’日

⑥1988年12月8日

⑦1990年r月26日

　　　　　　　　　　　
ロケット／衛星分離以後衛星は正常に動作したb

所婁の姿勢変更を行ったのち、’アポジモータに点火し、衛星をドリフト軌道に投入した。

所要の姿勢制御、軌道変更を行い、8月26日衛星を東経136度の赤道上空に静止させることに成功した。

通信用中継器の機能確認試験を開始した。

衛星の機能確認試験の結果から、衛星は所定の機能・性能を有していることを確認し、定常段階に移行した。

定常段階を終了し、以後最終確認試験を実施している。

最終確認試験が終了し停波した。

㈲放送衛星2号一arゆり2号一a」BS－2a

　i．打上げ日時　　1984年1月23日　16時58分
蓋．三王げ。ケット’M。ケット5号機（N12F）

班．打上げ後の履歴

①1984年1月23白

②、1984年1月24日～1月27日

③1984年2月15日　’

④1984年3月30日

ロケット／衛星分離以後衛星は正常に動作した。

所要の姿勢変更を行った後、噺 Aポジモニタに点火し、衛星をドリフト軌道に投入した。その後、所定の三軸姿勢の確立を行った。

衛星を東経110度の赤道上空に静止させることに成功した。

基本機器及び放送用中継器の軌道上初期機能確認を終了した。この間、姿勢制御用モノパルスRFセンサ及び放送用中継器A系統

に異常を生じた。

一203一
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⑤
’
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩

1984年4月21日

1984年5月3日

’1984年9月4日目9月13日

1984年10月12日

1985年7月24日

1989年4月12日’

定常段階に移行した。

放送用中継器R系統に異常を生じた。

放送用中継器A及びR系統の再起動試験を行った。

再度、A系統の再起動試験を行った。

太陽電池に出力低下の異常が発見された。

定常段階を終了し、停熱した。

ノ

㈲静止気象衛星3号「ひまわり3号」GMS－3

i．打上げ日時
五．打上げロケット

並．打上げ後の履歴

、　1984年8月3日　　5時30分

．　N－1ロケット6号機（N13F）

①f白84年8．月3日～8月16日

②　1984年8月17日～9月20日

③1984年9月27日

・④1986年5月11日

⑤ユ986年8月6日

⑥1989年12月14日

⑦1992年6月2日

a．ロケット飛行中、衛星分離時及び軌道投入後のいずれの段階においても、衛星は全て順調に動作した。

b・所要の姿勢頬軌道緬を行い・8月16日11騨煉経14・脚韓牢lr静回る岬こ成功した・

a．ミッション機器の機能・性能等を評価するため、衛星機能確認試験を行った。

b・初風階の運用及び鯉機能鵜試験の線画の緻群であρ・支障なく運用でき砕擁回した・

定常段階に移行した。

　盆月29日移降、VISSRの走査鏡が一時的に停止する現象が複数個所で発生し、5月11日には、雲画像データの欠測（累積で3回

　目）が生じたたあ、VISSRエンコーダを冗長系から主系に切り替えた。その後、順調に動作している。

　コマンド復調複号器1系に不具合が発生したため、Sバンド受信機及びコマンド復調複号器を1系から2系に切り替えた。その後

順調に動作している。

定常段階を終了し、定常段階終了後の運用段階に移行した。　　　　　，

衛星は正常に動作している。

αり放送衛星2号一brゆり2号一b」BS－2b

i．打上げ，日時
且．打上げロケット

血．打上げ後の履歴

　6）　1986年2月12日

　　1986年2丹12日　　16時55分

、　　N－1ロケット8号機（Nf4F）
　　　　　　　ノ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ト

　　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ト

　　　　　　　白ケット／衛星分離以後衛星は正常に動作しだ。

駒・
・で

脚「

②ig86年2月i3日～2月16日

③噛1986年3月2日

④1986年4月23日

⑤1986年5月22日

⑥1986年6月3日
⑦1987年12，月28白

⑧1989年11月19日

⑨1989年9月21日
　ボ
・⑩　1989年11月9日

⑪1990年5．月21日

⑫　1991年10月26日

⑭
所要の姿勢変更を行った後、アポジモータに点火し、衛星をドリフト軌道に投入した。その後、所定あ三軸姿勢の確立を行った。

衛星を東経117度の赤道上空の暫定静止位置に静止させることに成功した。

東経117度の暫定静止位置における衛星の機能確認を終了し、衛星を東経110度の赤道上空に静止させるたあ、移動を開始した。

衛星を東経116度の赤道上空に静止させることに成功した。

姿勢制御用小型ゴンピュータに異常が発生したため、予備系に切り替え、切り替え後は正常に動作している。

テレメトリデータの受信不能が発生したため、テレメトリL6エンコーダをA系からB系に切り替え、切り替え後は正常に動作して

いる。

テレメトリデータの一部欠落が発生したため、欠落した部分については過去の運用データを活用した推定による運用を行うことと

した。

アナログテレメトリ・データの最下位ビットが欠落し、データの精度が若干低下した。衛星の運用には支障がない。

　　　　　　　　　　　く
テレメトリ’データの一部欠落（88年11月19日発生）の不具合が自然回復した。

デナログテレメトリ・データ不具合による最下位ビットの欠落以外は、衛星は正常に動作している。

定常段階を終了し、廃盤した。

⑬海洋観測衛星1号「もも1号」MOS－1

i．打上げ日‘時
五．打上げロケヅト

童．打上げ後の履歴

1987年2月19日　　10時23分

N－1ロケットブ号機（N16F）

①1987年2，月19日～2月21日

②1987年2月22日～5．月19日

’③　1987年5月20日

④1987年7，月28日

⑤1987年8月4日

⑥1989年2月18日

a．ロケット飛行中、衛星分離時及び軌道投入後のいずれの段階においても衛星は順調に動作した。

b．太陽電池六ドルの展開、地球捕捉、ヨ」捕捉及び精ヨー修主を経て三軸姿勢を確立し」2月21日に定常モードへ移行した。

a．衛星を所定の世界参照座標（WRS）に投入した。

b．ミッション機器の機能・性能等を評価するため、衛星機能確認試験を行った。

c．初期段階の運用及び衛星機能確認試験の結果、衛星はコマンドデコーダのメモリビットの反転及びDCSTへの外来電波の混入以外

　は正常に動作しており｝支障幽く運用できることを確認した。

　定常段階に移行した。

地球センサの地球プレゼンス信号の出力が0となり、太陽捕捉モードへ移行した。

　三軸再捕捉を行い、観測運用を再開した。

　定常段階を終了しぐ2月19日から定常段階終了後の運用段階に移行した6　竃　ヒ　　　　　怯　　　　　　‘　　　　一　　‘
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⑦1989年11月1日

⑧1992年6月2日

バッテリーの充放電特性が予測どおり低下しつつあるたあ、11月・1日からVTIR（可視三三外放射計）の夜間における運用を中

止することとした。

衛星は正常に動作している。

⑲技術試験衛星V型「きく5号」ETS－V　　　　・　　　　　　　　　　　イ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ

　i．打上げ日時　　1987年8月27日　18時20回
忌ii．打上げロケット　一　　H－1ロケット（3段式）試験機（H17F）’

　血．打上げ後の履歴

　　①　1987年8月　　　　　　　　　　a．ロケット飛行中、衛星分離時及び軌道投入後のいずれの段階においても、衛星は全て順調に動作した。

　　　　　　　　　　　　　’　　　　b．衛星の動作状態、温度変化及び姿勢の測定を行い、データを取回した。

　　②1987年11月25日　　　 全て正常に動作することを確認し、初期段階を終了した。

　　③1987年12，月1日　　＼　’「姿勢三編ールピッチチェックディスエーブルのコマンド」を送信しても実行しない不具合が発生し・データバスを冗長系に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　切り替えた。その後、正常に動作している。

　　④198ら年3月31日　　　　定常段階を終了し、4月1日から定常段階終了後の運南段階に移行した。．

　　⑤1992年6月2日　　　　衛星は正常に動作している。

⑳通信衛星3号一arさくら3号一a」CS－3a

　i♂打上げ日時　　　　1988年2．月19日　　19時05分　　　　　　　　　　　　・

　ii．打上げロゲット　　　H－1ロケット（3段式）1号機（H18F）　　，

　沮．打上げ後の履歴
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①
②
③

④1988年3，月14日

⑤1988年3，月17日

⑥1988年4月25日

⑦　1988年5月16日

ロケット／衛星分離以後衛星は正常に動作した。

所要の姿勢変更を行った後、アポジモータに点火し、衛星をドリフト軌道に投入した。

姿勢及びアンテナ制御エレクトロニクス（AACE）に異常が生じ、通信用アンテナの回転が停止したため、　AACEを1系から2系に切

り替えた。その後正常に動作している。

衛星を東経149度の赤道上空の暫定静止位置に静止させることに成功した。

通信用中継器の機能確認試験を開始した。

図引の姿勢制御、軌道変更を行い、5月11日東経132度の赤道上空に静止させることに成功した。

衛星の機能確認試験の結果から、衛星は所定の機能、性能を有していることを確認し、定常段階に移行した。

劔 醗
’轡 轡

⑧1989年2月27日

⑨1992年6月2「日

ブーストゴンバータ2の不具合によりバッテリ2‘からの電力が供給されない状態が発見されたたあ、バッテリ2をブーストコンバ

旧主1に接続した。その結果、4電力供給は正常に行われた。

衛星は正常に動作している。

⑳通信衛星3号一brさくら3号一b」・cs－3b

　i．’打上げ日時　　　　1988年9月16日　　18時59分

　ii．打上げロケット　　　H－1ロケット（3段式）2号機（H19F）

　濫．打上げ後の履歴

①1988年9月16日

②1988年9月17日～9月18日
　チ
③1988年10月4日

④・1988年10月11日

⑤1988年11月12日

⑥1988年12月8日

⑦1988年3月17日

前　1992年6月2日

　　ロケット／衛星分離後衛星は正常に動作した。

　　所要の姿勢変更を行った後、アポジモータに点火し、衛星をドリフト軌道に投入した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぐ

　　衛星を東経149度の赤道上空の暫定静止位置に静止させることに成功した。

　　通信用中継器の機能確認試験を開始した。　　　　　　　！　　　　　　　’

　　所要の姿勢制御、軌道変更を行い、11月28日東経136度の赤道上空に静止させることに成功した。

｝　衛星の機能確認試験の結果から、衛星は所定の機能、性能を有していることを確認し、定常段階に移行した。

　　f7（Kaバンド）中継器の出力が断になる不具合が発生したため、3月19日、予備系に切り替えた。その後正常に動作している。

　　衛星は正常に動作している。

⑳　H－1ロケット（2段式）試験機｝性能確認用ペイロード

　i．打上げ日時　　1986年8‘月13白　5時45分

　ii．打上げロケット　　　　H－1ロケット（2段式）試験機（H15F）

　螢．打上げ後の履歴　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L

　1）測地実験衛星「あじさい」EGS

　　①1986年8月13日　　　・ロケットから分離され、円軌道に投入された。

　　②1986年8月14日　　　　第8～第12周回において、光学観測が行われ、当初の予定通り明滅しながら飛行しており、レーザ反射機能も正常であることが確

　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　認された。レーザ測距に成功し、第1回軌道決定を行った。

　　③1986年8月15日　　　　第2回軌道決定を行った。　　　ら

　　④’1992年6月2日　　　　　衛星は飛行している。
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